
令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

住民基本台帳事務費

　

２　総務費

　３　戸籍住民基本台帳費

　　１　戸籍住民基本台帳費

【市民課】

補 正 額 165千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

165

〔事業目的〕

　住民票や個人番号カード等に旧氏（旧姓）の併記等を可

能とする住民基本台帳法施行令等の一部改正が施行される

ことに伴い、印鑑登録証明事務処理要領の一部改正も実施

されることから、旧氏での印鑑登録や印鑑登録証明書への

旧氏併記を可能とするためのシステム改修を行う。

〔事業概要〕

　システム改修等委託料　165千円

　

自動交付サービス事業費

　

２　総務費

　３　戸籍住民基本台帳費

　　１　戸籍住民基本台帳費

【市民課】

補 正 額 440千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

440

〔事業目的〕

　住民票や個人番号カード等に旧氏（旧姓）の併記等を可

能とする住民基本台帳法施行令等の一部改正が施行される

ことに伴い、印鑑登録証明事務処理要領の一部改正も実施

されることから、旧氏での印鑑登録や印鑑登録証明書への

旧氏併記を可能とするためのコンビニ交付システムの改修

を行う。

〔事業概要〕

　システム改修等委託料　440千円　



令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

子ども・子育て支援事業費

　

３　民生費

　２　児童福祉費

　　１　児童福祉総務費

【こども保育課】

補 正 額 9,147千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

9,147

〔事業目的〕

　幼児教育・保育の無償化に伴い、新たに追加される子育

てのための施設等利用給付の認定等、必要となる事務処理

を行うため、既存システムへ機能を追加する。

〔事業概要〕

　機器保守等委託料　9,147千円

セーフティネット事業費

　

３　民生費

　３　生活保護費

　　１　生活保護総務費

【地域福祉課】

補 正 額 2,992千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

2,474

千円

518

〔事業目的〕

　生活保護法の改正等に伴い生活保護システムの改修を行

う。

〔事業概要〕

　システム改修等委託料　2,992千円



令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

飲料水対策事業費

　

４　衛生費

　１　保健衛生費

　　１　保健衛生総務費

【健康増進課】

補 正 額 2,526千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

2,526

〔事業目的〕

　上水道未整備地区の住民に安心・安全な飲料水を安定的

に供給するため、当該地区における給水施設等整備に対し、

補助金交付による支援を行う。

〔事業概要〕

　一箕町石畑地区が行う給水施設等整備に対し、補助金を

交付する。

　負担金補助及び交付金

　（給水施設等整備費補助金）　2,526千円

森林経営管理事業費

　

６　農林水産業費

　２　林業費

　　２　林業振興費

【農林課】

補 正 額 9,425千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

9,425

〔事業目的〕

　森林整備等が行われていない民有林の人工林に対して、

適切な経営や管理の確保を図るため、市が森林所有者と所

要の能力を有する林業経営者をつなぐシステムの構築を行

う。

〔事業概要〕

　対象となる森林の現況調査や、森林所有者に対し今後の

森林経営や管理に関する意向調査を行う。

　調査委託料　9,425千円



令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

減債基金積立金

　

２　総務費

　１　総務管理費

　　５　財政管理費

【財政課】

補 正 額 600,000千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

600,000

〔事業目的〕

　将来にわたる市財政の健全な運営に資するため、公債費

に充てる財源を確保する。

〔事業概要〕

　繰越金の予算超過分などを原資として、減債基金へ積み

立てる。

　積立金　600,000千円

公共施設維持整備等基金積

立金

　

２　総務費

　１　総務管理費

　　５　財政管理費

【財政課】

補 正 額 200,000千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

200,000

〔事業目的〕

　市が所有する公共施設については全般的に経年劣化が進

んでいることから、安全な運用と長寿命化を図り、将来に

わたって公共施設の適切に管理するための財源を確保する。

〔事業概要〕

　繰越金の予算超過分などを原資として、公共施設維持整

備等基金へ積み立てる。

　積立金　200,000千円



令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

ふるさと寄附金基金積立金

　

２　総務費

　１　総務管理費

　　１　一般管理費

【総務課】

補 正 額 1,534千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

1,534

〔事業目的〕

　本市への寄附金のうち、他の基金への積立分以外につい

て、ふるさと寄附金基金への積立を行う。

〔事業概要〕

　平成31年１月から３月までに受け入れた寄附金の額の確

定に伴い、他の基金への積立分以外について、ふるさと寄

附金基金へ積み立てる。

　積立金　1,534千円

社会福祉基金積立金

　

３　民生費

　１　社会福祉費

　　１　社会福祉総務費

【地域福祉課】

補 正 額 310千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

310

〔事業目的〕　

　本市への寄附金のうち、福祉の充実及び児童福祉のため

として受け入れた寄附金について、社会福祉基金への積立

を行う。

〔事業概要〕　

　平成31年１月から３月までに受け入れた寄附金の額の確

定に伴い、社会福祉基金へ積み立てる。

　積立金　310千円



令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

子ども未来基金積立金

　

３　民生費

　２　児童福祉費

　　１　児童福祉総務費

【こども家庭課】

補 正 額 10,910千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

10,910

〔事業目的〕

　本市への寄附金のうち、子ども・子育ての充実のためと

して受け入れた寄付金について、子ども未来基金への積立

を行う。

〔事業概要〕

　平成31年１月から３月までに受け入れた寄付金の額の確

定に伴い、子ども未来基金へ積み立てる。

　積立金　10,910千円

森林環境基金積立金

　

６　農林水産業費

　２　林業費

　　２　林業振興費

【農林課】

補 正 額 12,481千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円

1

千円

12,480

〔事業目的〕

　「森林環境譲与税」を財源とした森林整備等を長期的に

安定かつ効率的に運用するため、今年度から設置する森林

環境基金への積立を行う。

〔事業概要〕

　「森林環境譲与税」を森林環境基金に全額積み立てる。

　また、これに伴う預金利子を積み立てる。

　　積立金　12,481千円

　　　森林環境基金積立金　　12,480千円

　　　森林環境基金利子積立金　 　1千円

　 　



令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

財政調整基金繰入金の減額

（決算剰余金の調整）

【財政課】

補 正 額 ▲1,100,000千円

〔事業目的〕

　地方財政法第７条（決算剰余金の１/２を下らない金額を

積立又は繰上償還の財源に充てなければならない）に基づ

き、年度間の財源調整その他財政の健全な運営に資するた

め、標準財政規模の10％及び類似団体の残高平均を目途に

決算剰余金を調整する。

　※決算剰余金　2,030,601千円

〔事業概要〕

　当初予算で措置した財政調整基金繰入金を全額減額する。

　　繰入金の減額　▲1,100,000千円

〔参考〕

　財政調整基金残高　　　　　　　　　

　　　　　　平成30年度末　　　　　　3,096,841千円

　　　　　　令和元年度当初予算後 　　1,997,466千円　

　　　　　　　　〃　　 ９月補正後　　3,097,466千円

　　　※類似団体残高平均（H29）　　  3,985,099千円

　　　※標準財政規模（H30）　　　 　28,240,040千円



令和元年９月市議会定例会提出案件資料

９月補正

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

コンビニエンスストア市税

等収納代行業務委託

〔債務負担行為〕

【納税課】

限度額
　コンビニエンスストアにおける市税等収

納代行業務に要する委託料相当額

期　間 　令和元年度～令和５年度

〔概要〕

　市税等の自主納付の促進を図ることを目的に、平成 27年

度に契約し、平成 28年５月から実施しているコンビニエン

スストア市税等収納代行業務委託契約が令和２年３月 31日

をもって終了することから、令和２年度以降も引き続き収

納代行業務を委託するため、準備期間を含め、債務負担行

為を設定する。

国民健康保険特別会計

〔債務負担行為〕

（コンビニエンスストア国

民健康保険税収納代行業務

委託）

【国保年金課】

限度額
　コンビニエンスストアにおける国民健康

保険税収納代行業務に要する委託料相当額

期　間 　令和元年度～令和５年度

〔概要〕

　国民健康保険税の自主納付の促進を図ることを目的に、

平成 27年度に契約し、平成 28年５月から実施しているコ

ンビニエンスストア国民健康保険税収納代行業務委託契約

が令和２年３月 31日をもって終了することから、令和２年

度以降も引き続き収納代行業務を委託するため、準備期間

を含め、債務負担行為を設定する。


